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Ⅰ 生活支援対策（健康福祉課） 

 

 国  特別定額給付金 

 国  子育て世帯臨時特別給付金 

 国  緊急小口資金 

 国  総合支援資金（生活支援費） 

 

 

Ⅱ 緊急経済対策（まちづくり推進課） 

 

 町  新型コロナウイルス感染症対応緊急資金の融資保証及び利子補給 

 町  事業継続緊急支援給付金 

 町  がんばる事業所応援補助金 

 町  新型コロナウイルス感染症対策備品等購入費補助金 

 町  新型コロナウイルス感染症対策申請業務サポート補助金 

 国・県  新型コロナウイルス感染症対応資金 

 国  雇用調整助成金 

 国  持続化給付金 

 国  持続化補助金（コロナ特別対応型） 

 県  食事提供施設助成事業補助金 

 県  小規模事業者支援事業補助金 

 

 

Ⅲ 農林水産業対策（農林水産課） 

 

 国  農林漁業セーフティネット資金 

 国  農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金） 

 国  経営体育成強化資金 

 県  農業近代化資金 

 国・県  漁業近代化資金 
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Ⅳ 納税等に関する対策（戸籍税務課） 

 

１ 納税が困難な方等に対する対策（緩和制度・減免制度）  

                                                        

 国税・地方税（県・町） 徴収の猶予 

 国税・地方税（県・町） 徴収の猶予 【緊急経済対策】  

 国税・地方税（県・町） 換価の猶予及び滞納処分の停止   

 地方税（町）   

中小事業者等が所有する固定資産税（償却資産及び事業用家屋）の減免 

(令和３年度分のみ) 【緊急経済対策】  

 町  保険料等（国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料） 

 国  国民年金保険料 

 

 

２ 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置

（延長・拡充）【緊急経済対策】※１に記載した納税緩和以外  

 

 地方税（町） 

生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充の拡充・延長 

【緊急経済対策】  

 国税  欠損金の繰戻しによる還付 

 国税   テレワーク等のための中小企業の設備投資税制 

 国税・地方税（県・町）   

文化芸術・スポーツイベントを中止等した主催者に対する払戻請求権を放棄し 

た観客等への寄附金控除の適用 

 地方税（県・町） 自動車税・軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長 

 国税・地方税（県・町）   

住宅ローン控除の適用要件の弾力化（特例措置の延長） 

 地方税（県）  

耐震改修した住宅に係る不動産取得税の特例措置の適用要件の弾力化 
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Ⅰ 生活支援対策（健康福祉課） 

 

 国  特別定額給付金 

                  ３２２,５００千円 

市区町村を事業主体として、新型インフルエンザ等対策特別措置法の緊急事態 

宣言の下、感染拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支 

援を行うため、一律に、一人当たり 10万円の給付を行う。給付した特別定額給 

付金に対して国が市区町村へ補助金を交付するもの。（※補助率 10／10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）対象者 

令和２年４月 27日において、市区町村の住民基本台帳に記録されている者  

（２）申請・受給者 

  世帯主（世帯主が基準日以降に死亡した場合は新たに世帯主となった者） 

（３）給付額 

  給付対象者 1人につき 10万円 

（４）給付方法 

  郵送または窓口への申請書提出、オンライン申請を受付、審査の上、給付決

定し、指定された口座へ給付金を振り込む 

（５）申請の期限 

  市区町村が定めた給付申請受付開始日から３か月以内 

（６）事業主体 阿武町 負担区分 国 100％ 
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 国  子育て世帯臨時特別給付金 

２,７１０千円 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取 

り組みの一つとして、児童手当（本則給付）を受給する世帯（０歳～中学生のい

る世帯）に対し、臨時特別の給付金（一時金）を支給する。給付した臨時特別給

付金に対して国が市区町村へ補助金を交付するもの。（※補助率 10／10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）支給対象者 

  対象児童に係る令和２年４月分（３月分を含む）の児童手当の受給者 

（２）対象児童 

  児童手当（本則給付）令和２年４月分の児童手当に係る児童（３月分の対

象となる児童含む）。※３月 31日までに生まれた児童が対象 

（３）支給額 

  対象児童１人につき 10千円 

（４）支給方法 

  原則、申請不要。児童手当登録口座へ振り込み。 

※公務員の場合は申請が必要 

（５）支給時期 

  市区町村において決定する 

（６）事業主体 阿武町 負担区分 国 100％） 
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 国  緊急小口資金 

新型コロナウイルスの影響による休業等を理由に、一時的に資金が必要な方へ

緊急の貸付を実施します。 

 

 

 

 国  総合支援資金（生活支援費） 

新型コロナウイルスの影響による休業等を理由に、失業されて生活に困窮され

た方には、生活の立て直しための安定的な資金を貸し付けます。 

（１）貸付対象者 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入の減少や失業等により生活

に困窮し、日常生活の維持が困難になっている世帯 

（２）貸付上限 （２人以上）月 20万円以内 （単身）月 15万円以内 

※貸付期間は原則３月以内 

（３）貸付条件 償還期間 10年以内（据置期間１年以内）、無利子 

（４）事業主体 阿武町 負担区分 国 100％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）貸付対象者 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、休業等により収入の減少があり、

緊急かつ一時的な生活維持のための貸付を必要とする世帯。 

（２）貸付上限 学校等の休業、個人事業主等の特例の場合、20万円以内 

その他の場合 10万円以内 

（３）貸付条件 償還期間２年以内（据置期間１年以内）、無利子 

（４）事業主体 阿武町 負担区分 国 100％ 
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Ⅱ 緊急経済対策（まちづくり推進課） 

 

 町  新型コロナウイルス感染症対応緊急資金の 

融資保証及び利子補給 

４,４１６千円 

新型コロナウイルス感染症の発生による影響を受け、経営に支障を生じている

阿武町内の中小企業者に対する資金を円滑に調達できるよう、金融機関を通じた

低利融資の保証料と３年間の利子に対して補助を行います。 

（１）資金の内容  

新型コロナウイルス感染症により事業活動に影響のあった中小企業者に対

しての諸経費の支払いや、事業経営など経営安定化に必要な資金の融資 

（２）資金使途 運転資金 

（３）対象者   

中小企業法に規定する中小企業者、小規模事業者等で下記のいずれにも該当

する者 

①最近１ヶ月の売上高が前年同月比で５％以上減少するとともに、その後２ 

ヶ月を含む３ヶ月の売上高が前年同月比５％以上減少することが見込まれ 

る者 

②町内で１年以上の事業経歴を有し、中小企業信用保険の対象業種を営む方 

③申込み時において徴税の滞納がない者 

・個人 町内に住み、住民登録をしている者 

・法人 町内に登記してある事業所を持つ者 

（４）融資限度額 1,000万円（※特別分 3,000万円） 

（５）融資利率 年 1.5％ 

（６）保証料率 

  信用保証協会所定の率による（保証料は阿武町が全額負担） 

（７）利子補給 

  金融機関へ払った３年間分の利子を中小企業者等へ全額補助 

（８）融資期間 運転資金 10年以内  （据置３年以内を含む） 

        ※特別分は 15年以内（据置５年以内を含む） 

（９）保証人  法人代表者以外は不要 

（10）担保 必要に応じて徴収 

（11）取扱金融機関 

  山口銀行阿武支店、萩山口信用金庫奈古支店、西京銀行萩支店 

  ※日本政策金融公庫 

（12）貸付取扱期間 令和２年３月 18日～令和２年９月 30日 

（13）事業主体  阿武町 負担区分 町 100％  
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 町  事業継続緊急支援給付金 

１２,０００千円 

新型コロナウイルス感染症拡大による大幅な減収の他、休業など特に大きな影

響を受ける事業者に対して、事業の継続を下支えするため、事業全般に広く使える

給付金を支給します。 

 

 

 

 町  がんばる事業所応援補助金 

２,０００千円 

町内で飲食業を営む事業者で、店内での飲食による新型コロナウイルス感染を

防ぐために、テイクアウトやデリバリーを導入するなど事業継続のための前向き

な取り組みに対し補助を行います。 

 

（１）対象者  

前年売上高が 50 万円以上の事業者で、新型コロナウイルス感染症の影響に

より売上が前年同月比で 30％以上減少している者、又は国の緊急事態宣言を受

け休業に協力された者（緊急事態宣言の期間の半分以上） 

（２）給 付 額 ： 法人は 20万円、個人事業者は 10万円（定額） 

（３）事業主体 ： 阿武町 負担区分 国 42％ 町 58％ 

（１）対象者  

町内で飲食業を営んでいる個人及び法人で最近１ヶ月の売上高が前年同月

比で２０％以上減少している者 

（２）補助対象経費 

委託費、外注費、商品開発費、広告宣伝費、印刷製本費、備品購入費、その

他町長が必要と認めたもの 

（対象事業例） 

飲食店が行うテイクアウトやデリバリーサービスなど販路の開拓や広告

宣伝など 

（３）補助率 補助率 10／10 

（４）上限額 １事業者あたり 10万円 

※複数事業者で申請の場合は１事業者につき、10万円を加算 

上限 100万円 

（５）対象期間 ４月～６月 

（６）事業主体 阿武町 負担区分 町 100％ 
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 町  新型コロナウイルス感染症対策備品等購入費補助金 

２,０００千円 

新型コロナウイルス感染症の被害防止を図るため、事業所に新型コロナウイル

ス感染症対策備品の購入及び設備の設置する場合、補助金を交付します。 

 

 

 

 町  新型コロナウイルス感染症対策申請業務サポート補助金 

５００千円 

雇用調整助成金等の申請に対する事業者の負担軽減のため、萩阿武商工会阿武

支所に専門家を招聘するなど新型コロナウイルス感染症対策に係る支援業務に対

して補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）対象者 町内の事業者 

（２）補助対象経費 

１件１万円以上の新型コロナウイルス感染症対策備品及び設備に要する経 

 費 

（３）補 助 率 ９／10 

（４）上 限 額 30万円 

（５）事業主体 阿武町 負担区分 町 100％ 

（１）対象者 萩阿武商工会阿武支所 

（２）補助対象経費 

新型コロナウイルス感染症対策に関する申請書類作成支援業務に係る経費

（中小企業診断士、社会保険労務士等） 

（３）補 助 率 10／10 

（４）上 限 額 50万円 

（５）事業主体 阿武町 負担区分 町１００％ 



10 

 

 国・県  新型コロナウイルス感染症対応資金 

新型コロナウイルス感染症の影響により経営の安定に支障を生じている中小事

業者及び個人事業者に対し都道府県が実施する制度融資を活用し、保証料ゼロや

実質無利子化を行います。 

 

 

 

 国  雇用調整助成金 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業活動の縮小を余儀なくされた事

業主が、労働者に対して一時的に休業、教育訓練又は出向を行い、労働者の雇用維

持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を助成します。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）対象者  

新型コロナウイルス感染症の影響により売上高が減少した事業者 

・個人事業主 前年同月比５％以上減小 保証料ゼロ、無利子（当初３年） 

・中小事業者 前年同月比５％以上減小 保証料１／２、利子 1.0％ 

・中小事業者 前年同月比 15％以上減小 保証料ゼロ、無利子（当初３年） 

（２）融資限度額 3,000万円 

（３）融資期間  10年以内（据置５年以内を含む） 

（４）取扱機関  民間金融機関（山銀、信金等） 

（１）対象者  

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主（前年同月比５％の減少） 

（２）休業手当に対する助成率 

・コロナウイルス特例  ４／５ 

・解雇等を行わない場合 ９／10 

・休業要請に応じた場合 10／10 

（３）支給限度日数 

１年間に 100日（支給上限 8,330円×100日×10／10） 

（４）特例措置 雇用保険被保険者でない労働者等の休業も対象 

   ※休業手当の支給（平均賃金の６割以上） 
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 国  持続化給付金 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、特に大きな影響を受けている事業者

に対して、事業の継続を支え、再起の糧となる、事業全般に広く使える給付金を支

給します。 

 

 

 

 国  持続化補助金（コロナ特別対応型） 

小規模事業者が新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるために行う販路

開拓等の取り組みを支援します。 

 

 

 

 県  食事提供施設助成事業補助金 

新型コロナウイルス感染症による売上げ減少等、影響が極めて大きい業種の営

業の維持に対する取り組みを支援します。 

 

 

（１）対象者 

中小企業、個人事業者等、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が

前年同月比で 50％以上減少している者 

（２）給付額 

前年の総売上（事業収入）－（前年同月比 50％減少月の売上×12ヶ月） 

法人は 200万円以内、個人事業者は 100万円以内 

（１）対 象 者 小規模事業者等 

（２）補助上限 100万円 

（３）補 助 率 ２／３ 

  （想定される活用例） 

飲食店が出前注文を受け付けるためのウェブサイト作成、旅館が自動 

   受付機を導入し非対面型のサービス提供など 

（１）対 象 食事提供施設（旅館等の宿泊施設含む） 

（２）補助額 10万円（定額） 
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 県  小規模事業者支援事業補助金 

新型コロナウイルスの影響により、前年同月に比べ売上の減少した企業が業務

の効率化や新事業展開などを通じて、営業の維持発展を図る取り組みを支援しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）対象者  

新型コロナウイルスの影響により、前年同月に比べ売上の減少した企業 

（１）補 助 率 10／10 

（２）補助上限 30万円 

（３）対象経費 

  事業に要する人件費、役務費、賃借料、通信費、委託費、広告費等 

※施設整備に係るものを除く 
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Ⅲ 農林水産業対策（農林水産課） 

 

 国  農林漁業セーフティネット資金 

 自然災害や、社会的・経済的環境変化等により、農林漁業経営の維持安定が困難

な農林漁業者を対象に、一時的な影響に対し、緊急的に対応するために必要な長期

資金を日本政策金融公庫が融資します。 

（※社会的・経済的環境の変化：前期比 10％以上の売上の減少） 

 

 

 

 国  農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金） 

 認定農業者に対して、農業経営改善計画に即して規模拡大その他の経営改善を

図るのに必要な長期低利資金を日本政策金融公庫等が融資します。 

 

 

 

 

 

 

（１）対象者  

認定農業者、主業農林漁業者、認定新規就農者、集落営農組織 

（２）借入条件 

   ・担  保 実質無担保化 

   ・限 度 額 600万円 → 1,200万円 

   ・金  利 0.10％（貸付当初５年間実質無利子化） 

   ・償還期限 10年以内（うち据置期間３年以内） 

     注）担保は融資対象物件に限る貸付 

（１）対象者 認定農業者 

（２）借入条件 

   ・担  保 実質無担保化 

   ・限 度 額 個人３億円、法人 10億円 

   ・金  利 0.10％（貸付当初５年間実質無利子化） 

   ・償還期限 25年以内（うち据置期間 10年以内） 

注）担保は融資対象物件に限る貸付。負債整理関係資金を除く。 
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 国  経営体育成強化資金 

 意欲と能力をもって農業を営む者に対し、経営展開に必要な前向き投資のため

の資金と営農負債の償還負担を軽減するための資金を長期低利で日本政策金融公

庫等が融資します。 

 

 

 

 県  農業近代化資金 

 意欲と能力をもつ農業を営む者等に対し、経営改善に必要な施設資金等を円滑

に融通するため、都道府県等が農協、銀行等民間金融機関に利子補給措置を講ずる

ことにより、長期かつ低利の資金を融資します。 

（１）対象者 

    認定農業者、認定新規就農者、主業農業者、集落営農組織、農業を営む

任意団体など 

（２）借入条件 

   ・担  保 実質無担保化 

   ・保  証 農業信用基金協会の債務保証に係る保証料を保証当初５年 

間免除 

   ・限 度 額 個人 1,800万円、法人・団体２億円 

   ・金  利 0.10％（貸付当初５年間実質無利子化） 

   ・償還期限 資金使途に応じ７～20年以内（据置２～７年以内） 

注）担保は融資対象物件に限る貸付 

 

 

 

 

 

（１）対象者 主業農業者、認定新規就農者、集落営農組織 

（２）借入条件 

   ・担  保 実質無担保化 

   ・限 度 額 個人 1.5億円、法人５億円 

   ・金  利 0.10％（貸付当初５年間実質無利子化） 

   ・償還期限 25年以内（うち据置期間３～10年以内） 

注）担保は融資対象物件に限る貸付。負債整理関係資金を除く。 
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 国・県  漁業近代化資金 

 漁業者等に対し水産業協同組合又は農林中央金庫が長期かつ低利の施設資金等

の融通を円滑にするため、国又は都道府県が補給措置を講じ、もって漁業者等の資

本装備の高度化を図り、その経営の近代化に資すことを目的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）対象者 漁業・水産加工を営む個人・法人、漁業生産組合 等 

（２）借入条件 

  新型コロナウイルス感染症の影響を受けた漁業者等に対し、貸付当初５年

間実質無利子化、実質無担保化、保証料当初５年間免除 

  ・対象資金 養殖業者に対する種苗・育成費 

  ・限 度 額 個人９千万円、法人 3.6億円 

  ・金  利 0.10％（貸付当初５年間実質無利子化） 

  ・償還期限 ５年以内（据置２年以内） 

注）実質無担保化：上限１千万円までの借入に限る。 



16 

 

Ⅳ 納税等に関する対策（戸籍税務課） 

１ 納税が困難な方等に対する対策（緩和制度・減免制度）  

                                                        

 国税・地方税（県・町）  徴収の猶予 

 

新型コロナウイルス感染症にり患された場合のほか、新型コロナウイルス感染

症に関連するなどして休廃業、事業につき著しい損失を受けた場合などで、税を

一時に納付することができないと認められる時に、原則として１年以内の期間に

限り、徴収猶予が受けられます。 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

■町 税 
 
（１）対象税目 すべての税目 

（２）対 象 者 納税者（個人・法人）、特別徴収義務者 
（３）猶予期間 納期限から１年以内 

※状況を鑑み、２年を超えない範囲で延長が適用される場合も 

あり。 

（４）延 滞 金  軽減（1.6％、相当な損失を受けた場合は、免除） 
（５）担保提供 原則として担保の提供が必要。ただし、特別の事情がある場 

合徴することを要しない（新型コロナウイルス感染症に関係 

し影響が大きい場合等） 
 

（※国税及び県税においても同趣旨の措置あり） 
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 国税・地方税（県・町）  徴収の猶予 【緊急経済対策】  
 
新型コロナウイルスの影響により事業等に係る収入に相当の減少があった方

は、１年間、町税の徴収猶予の適用が受けられます。 

（※令和２年２月１日から令和３年１月３１日までに納期限が到来する町税） 

 

 

 
                                                        

 国税・地方税（県・町）  換価の猶予及び滞納処分の停止 

    
滞納者が納税について誠実な意思を有する場合、事業の継続又は生活の維持を

困難にする等の事由につき、滞納者の申請等による換価の猶予の適用が受けられ
ます。 

 

■町 税 
 
（１）対象税目 すべての税目（住民税、固定資産税等） 

※令和２年２月１日から令和３年１月３１日までに納期限が 

 到来するなど、ほぼすべての税目が対象になります。 

（２）対 象 者 納税者（個人・法人）、特別徴収義務者（①②のいずれも満た 

すこと） 
①新型コロナウイルスの影響により、令和２年２月以降の任意 

の期間（１か月以上）において、事業等に係る収入が前年同 

期に比べて概ね２０％以上減少していること。 

②一時に納付し、又は納入を行うことが困難であること。 

（注）「一時に納付し、又は納入を行うことが困難」かの判断

については、少なくとも向こう半年間の事業資金を考
慮に入れるなど、配慮し適切に対応します。 

（３）猶予期間 納期限から１年以内 

（４）延 滞 金 免 除 

（５）担保提供 無担保 
 

（※国税及び県税においても同趣旨の措置あり） 

■町 税 
 
（１）対象税目 すべての税目 

（２）対 象 者 納税者（個人・法人）、特別徴収義務者 
（３）換価の猶予等 滞納者が納税について誠実な意思を有する場合において、

事業の継続又は生活の維持を困難にする等の事由がある
とき等において、換価の猶予等をすることができる。 

 
（※国税及び県税においても同趣旨の措置あり） 
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 地方税（町）   

 

中小事業者等が所有する固定資産税（償却資産及び事業用家屋） 

の減免(令和３年度分のみ)  【緊急経済対策】  

 

新型コロナウイルス感染症の感染に関連して、中小事業者等に対して、要件を

満たす場合、償却資産と事業用家屋に係る固定資産税の負担を軽減します。 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（要 件） 
〇以下の要件を満たす中小事業者等（※１） （原則として業種限定せず）を対 

象とし、以下に掲げる割合を軽減。 

 
〇令和２年２月～10月までの任意の３ヶ月間の売上高が前年の同期間と比べて 

３０％以上５０％未満減少：２分の１ 

５０％以上減少：全額 

 

〇令和３年１月３１日までに、認定経営革新等支援機関等（※２）の認定を受け

て各市町村に申告した者に適用する。虚偽の記載をした場合の罰則を設ける。 
 

〇償却資産と事業用家屋が対象。令和３年度の課税分に限定。 

 

 

（※１）「中小事業者等」とは、資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法 

人、資本又は出資を有しない法人の場合、常時使用する従業員の数が 
1,000人以下の法人、常時使用する従業員の数が1,000人以下の個人 

 
（※２） 税務、財務等の専門的知識を有し、一定の実務経験を持つ支援機関な 

ど（税理士、公認会計士、弁護士など） 
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 町    保険料等 

（国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料） 

 

 新型コロナウイルス感染症の影響による収入減等により、保険料等の納付が

困難な場合は，申請により，制度ごとに定められた法令や条例等に基づき，保険

料等の徴収猶予、減免が受けられます。 

 
 
 

 国  国民年金保険料 

 

新型コロナウイルス感染症の影響による収入減等により、国民年金保険料の納

付が困難な場合は，保険料の納付が猶予や免除の申請ができます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料 

 

収 入 

（１）対 象 被保険者 

（２）内 容 徴収の猶予、減免 

 
※国民健康保険税における非自発的失業者への保険料軽減制度 

非自発的失業（倒産・解雇等）の場合、離職した日の翌日の属する月か

ら翌年度末までの間，対象者の前年の給与所得を30／100とみなして算

定し、国民健康保険税の所得割が軽減されます。 

■国民年金保険料 

一時に国民年金保険料を納付することが困難な場合に対応する免除・納 

付猶予 
 

（１）免除・納付猶予 収入減少等の状況により、 

「全額」「４分の３」「半額」「４分の１」の４種類 

 

※保険料の免除や納付猶予が承認された期間は、年金の受給資格期間に 

算入 
※追納制度あり 
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２ 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上 

の措置（延長・拡充） 【緊急経済対策】 

 ※１に記載した納税緩和以外  
 
 

 地方税（町）  生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置

の拡充の拡充・延長 【緊急経済対策】   
 

生産性向上特別措置法により、中小企業が新たに投資した設備について投資後

３年間、固定資産税が免除される特例制度（固定資産税の特例（固定ゼロ）につ

いて、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新規に設備投資を行う中

小事業者等を支援する観点から、適用対象に一定の事業用家屋及び構築物を加え

た上、さらに適用期限が２年延長されます。 

 
 
 

 国税   欠損金の繰戻しによる還付 

 

現行制度における中小企業者（資本金１億円以下等）に加えて、資本金１億円

超１０億円以下の法人についても、青色欠損金の繰戻し還付を受けることが可能

となります。 

 

 

 

 

 

（１）対 象 先端設備等導入計画の認定を受けた次の中小企業等 
 

（現制度） 

認定をうけた中小事業者等の先端設備等導入計画に記載された一定の機 

械・装置等（生産性革命集中投資期間に基づき令和２年度末までに行わ 

れた設備投資に限る。）につき、固定資産税（償却資産）の税率を零（ゼ 

ロ）とする。 
 

（拡充・延長） 

・対象資産に事業用家屋と構築物を追加する。 

・設備投資期間を２年間延長する（令和４年度末まで） 

中堅企業（資本金１億円超10億円以下の法人）も適用を受けることを可とする 
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 国税   テレワーク等のための中小企業の設備投資税制 

 

中小企業によるテレワーク等への投資を促進するため、新たにテレワーク等を

行うための一定の投資を行った場合に、即時償却又は税額控除ができます。 

 
 
 

 国税・地方税（県・町）  

 

文化芸術・スポーツイベントを中止等した主催者に対する払戻請求権 

を放棄した観客等への寄附金控除の適用 

 
政府の自粛要請を踏まえ、一定の文化芸術・スポーツイベントを中止等した結

果、観客等が払戻請求権を放棄した場合には、その放棄した金額について寄附金

控除（所得控除又は税額控除）の対象となります。 

 
 

 

 地方税（県・町）   

 

自動車税・軽自動車税環境性能割の臨時的軽減の延長 
 

現行の自動車を取得する際に課税される、自動車税環境性能割、軽自動車税環

境性能割の税率の臨時的軽減措置（△１％）を６ヵ月延長します。 

 

 

 
 

 

 

 

中小企業者等が、テレワーク等のための設備の取得等をした場合に適用 

所得控除、及び、地方税の税額控除（道府県民税４％、市町村民税６％） 

自動車税環境性能割、軽自動車税環境性能割の税率の臨時的軽減（△１％）を
６ヶ月延長 
※現行、令和２年９月30日取得分までを、令和３年３月31日取得分まで延長す 
る。 
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 国税・地方税（県・町）   

 

住宅ローン控除の適用要件の弾力化（特例措置の延長） 
 

新型コロナウイルス感染症の影響による住宅建設の遅延等で、住宅ローンを借

りて新築した住宅、取得した建売住宅又は中古住宅、増改築等を行った住宅に令

和２年１２月末までに入居できなかった場合でも、一定の要件を満たす場合に

は、特例（控除期間が１３年に延長された住宅ローン控除）が適用できます。 

 
 
 

 地方税（県）  

 

耐震改修した住宅に係る不動産取得税の特例措置の適用要件の弾力化 
 

耐震基準不適合既存住宅について、耐震改修を行い入居した場合、取得の日か

ら入居までに６ヶ月超の期間が経過していた場合でも特例措置（不動産取得税の

軽減）が適用できます（令和３年度末入居分まで）。 

 

 

 

 

 

 

消費税率10％が適用される住宅取得等について、住宅ローン控除の控除期間
を３年延長する特例措置（通常10 年⇒特例13 年）。 
※現行、令和２年12月31日まで居住の用に供すること。 
 
特例措置の延長：令和３年12月まで居住の用に供していること（新型コロナウ

イルス感染症の影響により令和２年12月31日まで居住の用に供することができ
なかった場合において） 

（１）現 行  
耐震改修を行いその取得の日から６月以内に入居した場合において不動産 

取得税を軽減（4％→3％）する特例措置。 
 
新型コロナウイルス感染症の影響によって住宅を居住の用に供することと 

なった日が６月を経過する日後となった場合でも特例措置を適用する。 
※令和３年度末入居分まで 


